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一　はじめに
　保険仲立人は、保険者からの委託を受けることなく、保険者と保険契約者の間に立って、保険契約の締
結の媒介を行う独立の商人である。諸外国においては、保険ブローカーの名称で、早くからその存在が認
められ、保険契約の成立に当たって重要な役割を果たしてきた。しかし、わが国においては、保険仲立人
が顧客に損害を与えた場合の賠償資力の確保及び中立性の確保に関して問題があるという理由にもとつ
いて、保険仲立人は認められていなかった。しかし、保険の自由化・国際化の流れのもとで、平成7年の
新保険業法により、保険仲立人が保険募集の主体として承認された。
　平成8年4月1日施行の新保険業法は、①保険仲立人に対する開業規制として、登録（286条）、保証
金供託義務（291条）、賠償責任保険契約の締結義務（292条）について、②また、保険仲立人に対する
業務規制として、氏名等の明示義務（296条）、報酬等の開示義務（297条）、結約書交付義務（298条）、
誠実義務＝いわゆるベスト・アドバイス義務（299条）、帳簿書類の備付義務等（303条）、自己契約の禁
止（295条）等に関する規定をそれぞれ定めている。
　ところで、わが国の新保険業のもとにおいて、保険仲立人は、保険者及び保険契約者に対し、どのよ
うな法的地位を有するものと考えられているかということが問題となる。いうまでもなく、保険仲立人
は、保険契約者の側に立ち、その「利益保護を促進する」ωという観点から活動する者とされ、かつその
ような者として期待されている。そのためには、保険仲立人は、保険契約の成立段階から保険事故によ
る保険金支払いまでの間において、保険契約者及び保険者に対しいかなる権限を有し、いかなる義務を
負うと考えるのが妥当であるか、この点に関し、新保険業法は基本的にどのような観点に立脚している
かということである。これを具体的に述べると、①保険契約の締結の媒介を本来の職務とする保険仲立
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人は、保険契約者の代理人となって保険契約を締結したり各種の行為を行う権限は当然には有しないと
しても、仲立と代理は両立しえないと考えなければならないか、保険仲立人に代理権を認めるとどのよ
うな不都合が生ずると考えられるかということである。②また、保険仲立人は保険契約者に対しどのよ
うな義務を負うかということが問題となる。上記の①及び②の問題は、保険者に対する保険仲立人の関
係においても問題となる。そして、保険契約者及び保険者に対する保険仲立人の権限と義務に関する問
題は、保険契約者及び保険者に対する保険仲立人の法的地位をどのように考えるかという問題と密接に
関連している②。そこで、以下において、保険仲立人の特殊性、保険契約者及び保険者と保険仲立人の法
的関係、保険契約者及び保険者に対する保険仲立人の権限と義務について考察することとする。
二　保険仲立人の特殊性
　保険仲立人は、保険契約の締結の媒介を行うという点において、一般の商事仲立人と共通している。
しかし、保険仲立人は、多くのきわめて重要な点において、商事仲立人と異なっている。その理由は、
保険市場と商品市場の相違に求められる（3）。そこで、以下において、ドイツにおける保険仲立人の特殊性
をめぐる見解を紹介するω。
　第一に、保険実務においては、保険仲立人の活動は単に保険契約の締結の媒介に限られておらず、そ
れ以外に、媒介によって締結された保険契約を管理し、また保険契約をそのときどきの事情に適合させ
るということにも及んでいる。
　第二に、商事仲立人は、契約の両当事者の中間に立って契約締結の媒介を行うことから、両当事者の
利益を公平に図る義務を負っており、そのため、商事仲立人は公平な仲介者であり、その地位は公平性
（Objektivitat）ということによって特徴づけられる。これに対し、保険仲立人は、広範囲にわたって保
険契約者に対する助言者・協力者・利益の代弁者として、保険契約者の利益を配慮すべき立場にある。
そのため、保険仲立人は、真正の仲立人というよりは、むしろ保険契約者の純粋の代弁者（rejner
Vertreter）と考えられている。その結果として、保険仲立人は、商事仲立人と異なり、保険契約者のた
めに種々の活動をなし、保険契約者の利益を配慮すべき義務を負っている。
　第三に、保険仲立契約は、継続的契約関係としての性格を有している。すなわち、商事仲立において
は、仲立人の媒介によって契約が成立すると、仲立人の活動は終了する。これに対し、保険仲立におい
ては、媒介によって保険契約が成立した後にも、保険仲立人と保険契約者との契約関係は依然として存
続し、その期問中、保険仲立人は保険契約者に対し種々の義務を負担している。保険仲立契約のこの継
続的契約性は、継続的契約としての保険契約の特質にその根拠を有している。すなわち、保険契約は通
’保険仲立人の法的地位に関するドイツの現在の重要な諸規定は、長年にわたる時の経過とともに形成・発展させられて来た，ハン
ブルクにおける1642年の仲立人規則から1868年までの仲立人規則の中で、保険仲立人の法的地位に関して注目されると思われる規定
の概観については、拙稿「保険仲立人の法的地位1保住昭一先生古稀記念「企業社会と商事法1（北樹出版、1999年）204頁一2e了頁参
照．
　W．Gauer，　［〕er　Verslcherungsmakler　und　selne　Sτellung　ln　der　Vers］cherungs．　“1rl　schnft　195i，　S．34．
4この点の詳細については、拙稿・前掲207頁一209頁参照、
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常は長期間にわたって継続することから、その期間中、約定された保険金額の相当性の調査、保険事故
発生の場合の損害の調査・精算等を必要とする。そのため、保険仲立契約は、保険契約の成立とともに
終了することなくその後も依然として存続し、その期間中、保険仲立人は広範囲にわたって保険契約者
に対し管理・助言義務を負っているとされる。もっとも、保険仲立契約を継続的契約と把握することに
対し、異論が唱えられている。その根拠として、商法においては、仲立人は、代理商と異なり、継続的
関係に立たないと述べている。そこで、この見解は、保険仲立人は保険契約者のために単にその都度保
険契約の締結の媒介活動を行うにすぎないこと、保険契約が成立した後の保険仲立人の義務は、独立性
を有しないわずかな意義を有するにとどまると述べている。
　第四に、商法の規定によると、仲立料は当事者双方が平分して負担するが（ド商99条、日商550条
2項）、保険仲立においては、仲立料は保険者のみが負担するということが慣習法となっており、これに
より、商法の規定は変更を受けているく5）。すなわち、保険仲立人は、保険契約者から委託を受けその利益
のために活動し、また、保険契約者の盟友ないし腹心であるとされているにもかかわらず、保険者のみ
が仲立料を負担するという国際的な慣習法が成立している。しかし、これは、理論的に考えると、奇妙
なことである。けだし、保険契約者が保険仲立人に対する委任者であるにもかかわらず、自ら仲立料を
支払わず保険者が支払うからである㈹。
　このように、保険仲立人は、商事仲立人に対して多くの重要な点において特殊性を有し、そのため、
保険仲立人は変容された商事仲立人といわれている。保険仲立人は商事仲立人ではあるが、商事仲立人
に関する商法の規定は保険仲立人にはもはや適合しないものとなっている①。そこで、保険仲立人を法的
に商事仲立人と同様に取り扱うべきかということが問題となり、また、保険仲立人に関する新たな法的
規制が必要となっているといわれている⑧。
三　保険仲立人の法的関係
　1　保険契約者との法的関係
　保険仲立人と保険契約者との間の契約は仲立契約である。この仲立契約の法的性質をめぐって見解が
分かれている⑨。
　まず、仲立契約を、請負契約と類似の契約ないし請負契約的要素の強い事務処理契約と解し、請負契
約的性格を重視する見解がある。その理由として、保険仲立人と保険契約者との間の仲立契約の主たる
目的は、仲立人による保険契約の成立という仕事の完成にあること、そして、仲立料の支払いは、保険
契約の成立という、仕事の完成にかからしめられているとする。そこで、この見解について検討を加え
・5」 ﾛ険市場は買手市場（Kaufermarkt）であるという特殊性にもとづき、また、保険者間における激しい競争と仲立料の負担を免れよ
うとする保険契約者の努力にもとづき、保険者のみが仲立料を負担するという慣習法が生まれていたが、1868年のハンブルク仲立人
規則もこれを確認した（拙稿・前掲206頁）。
（6@丁．Glerke，　Verslcherungsrecht，　Bd．2，　1947，　S．125，
1Gie「ke，　a・　a．　O．　S．124；なお、山下友信「保険仲立人」商事法務1438号21頁参照。
b拙稿・前掲209頁参照，
「E’ ｱの点に関する学説の詳細については、拙稿・前掲209頁一212頁参照。
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ることとする。この見解によると、保険仲立人は、保険契約の成立という結果をもたらすことについて
の義務を負担することになるが、保険仲立人は、自ら保険契約を成立させるということはできない。け
だし、保険者は保険仲立人によって紹介された保険契約者と保険契約を締結する義務を負わず、また、
保険契約者も、保険仲立人に対する仲立の委任にもかかわらず、保険契約を締結するか否かは自由であ
るからである。そのため、保険仲立人は、多くの労力を費やし、費用を支出しても、保険契約が成立し
ないことについてのリスクを自ら負担することになる（1ω。保険契約の成立という結果をもたらすことは、
保険仲立人の主たる義務ではない。保険仲立人は、せいぜい保険契約が成立するように尽力すべき義務
を負担するにとどまる。保険契約の成立という結果をもたらすことは、保険仲立人が仲立料請求権を取
得するための単なる条件ないし前提にすぎない。なるほど、保険契約が成立したときに初めて成功報酬
として仲立料が支払われるという、報酬の支払に着眼するならば、仲立契約は請負契約の類型に近いか
請負的要素が強いということはできる。しかし、請負契約の本質は仕事の完成という点にあり、報酬の
支払いは仕事の完成と対価関係にあるにとどまる。報酬の支払いということの前に、保険仲立人自身に
よって保険契約を成立させることが可能か否かということが問われなければならないq1）。
　そこで、仲立契約を、ドイツ民法675条の意味における事務処理契約と解するのが、ドイツにおける
有力な見解となっている。ドイツ民法675条は、事務の処理を目的とする雇傭契約または請負契約には、
委任に関する大部分の規定を準用すると定めている。そして、この規定にいう「事務処理」という概念
にっき、通説・判例は、事務処理者が、ある程度の独立性のもとに、本人の経済的分野における事務を
行うことであると定義しているu2）。そこで、事務処理といいうるためには、第一に、経済的性質を有す
る独立の活動であること、第二に、その活動は本人のためになされることを要する。そして、保険仲立
契約は、事務処理契約に属するとされている。すなわち、保険契約者にとっては、保険契約の締結はそ
の財産の管理行為であること、他方、保険仲立人は、保険契約者の利益のために種々の活動をするので
あると述べられている。
　2　保険者との関係
　保険仲立人と保険者との間には、契約関係は存在しない。そこで、保険仲立人と保険者との問に法的
関係が存在するか否かということであり、ドイツで議論されている。保険仲立人と保険者との間に法的
関係が存在すると解されるならば、保険仲立人は保険者に対し権利を有し義務を負うことになる。
　まず、ドイツの通説は、保険仲立人と保険者との間の法的関係の存在を肯定している。すなわち、保
険仲立人の媒介によって保険者と保険契約者との間に保険契約が成立すると、保険者と保険仲立人との
問に法的関係が発生する。しかし、保険仲立人が保険契約者からの委任にもとついて保険者と交渉を開
始すると、すでにその瞬間に保険仲立人と保険者との間に法的関係が発生するとしている。もっとも、
契約関係が存在しないにもかかわらず法的関係が発生するということの理由をいかに説明するか、その
Pro］ss－Mart］n，　Verslcherungsverτ11ags暮esetz，　26．　Aufl．　　1998，　S．393
拙稿・前掲210頁，
W．Ermann，　Handkommentar　zum　Burgerlichen　Gesetzbuch，　Bd，1，　1981．　S．18t9．
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法的関係とはどのような法的関係と解するかということが問題となる（13）。
　これに対し、保険仲立人と保険代理商の相違点に着眼して、通説に対し異論を唱える見解がある。す
なわち、保険代理商は保険者の補助者であるが、保険者と保険仲立人との間に法律関係の存在を認める
と、保険代理商と保険仲立人の相違点が曖昧になると主張している。同様に、保険監督の実施について
の地区官庁（Zonenamt）も、1948年3月31日の通達において、保険者と保険仲立人との間に法的関係を
認めると、保険代理商と保険仲立人の区別が曖昧となり、保険仲立人はどっちつかずの地位
（Zwitterstellung）に立たされると述べていた。しかし、この見解に対しては、第一に、保険仲立人と
保険代理商を厳格に区別することは可能であるか否か、第二に、保険代理商は、保険者の補助者である
としても、保険契約者に対しても義務を負担することはありうること、第三に、仲立人に関する商法の
規定においても、仲立人は契約の各当事者と法的関係を有することを前提とした規定が定められている、
という疑問が提起されている（14）。そして、通説に従って、保険仲立人と保険者との間に法的関係の存在
が肯定されるならば、保険仲立人は、保険契約者と保険者の両者に対して二重の法的関係を有すること
になるq5）。
四　保険仲立人の代理権
　商事仲立人は、契約当事者の一方の代理人ではない。これは、商事仲立人の任務は媒介活動に限られ、
媒介者の地位に立っているということからも明らかである。同様のことは、保険仲立人にも妥当し、保
険仲立人であるということ自体によっては、保険仲立人は保険契約者及び保険者のために代理活動を行
うという権限を当然に有するものではない。この点において、保険仲立人は保険代理商から区別される。
それゆえ、保険仲立人を保険契約者の代理人と表現することは不正確である（16）ということはいうまでも
ない。しかし、そのために、仲立と代理は両立しえないと考えなければならないかということである。
そこで、以下において、保険契約の締結及び保険契約の経過中における保険仲立人の代理権について、
ドイツの見解を紹介し、これについて検討を加えることとする。
　1保険契約の締結に際しての代理権
①保険契約者のための代理権
　保険仲立人は、保険契約者の盟友である。そして、保険契約者にとっては、保険保護を早期に取得す
ることにっいて強い要請があり、保険仲立人はこの要請に応じることが期待されている。そのため、保
『すなわち、この法的関係につき、契約上の法的関係と解する見解、契約類似の法的関係と解する見解があるが、この点については、
拙稿・前掲212頁参照。
T4 ｱの点の詳細にっいては、拙稿・前掲212頁一213頁参照，
IF1 hイツにおける最初の海上保険法である1731年のハンブルク保険・海損条例は、仲立人は保険契約者及び保険者に対して誠実に
（treulich）尽力しなければならないという、仲立人の法的地位に関する最も重要な一一般的規定を定めていたが、これは、仲立人は保
険契約者及び保険者の両者に対して一二重の法的関係に立っているという、今日一一般的に認められている原則を初めて定めたものである
（拙稿・前掲204頁一205頁）、
IEt1詩≒ｽ一「第四章募集制度」竹内昭夫編・保険業法の在り方（下巻）228頁（有斐閣、平成4年）。
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険契約の締結に際しての保険仲立人の代理権に関しては、商事仲立人に関する一般原則は妥当しないと
いわれている。
　そこで、少なくともハンザ都市の取引においては、保険仲立人は、慣習法にもとついて、商人的保険
部門における保険契約の締結に際しては、保険契約者を代理することができるといわれている㈲。のみ
ならず、保険仲立人に対する媒介の委任の中に、同時に保険契約締結のための代理権が含まれていると
もいわれている（IS）。この場合には、媒介の委任と同時に代理権の授与が行われていることになる。そこ
で、媒介の委任と代理権授与の両立性ということが問題となるが、媒介の委任と同時に代理権を授与す
ることは、仲立の本質と何ら矛盾するものではないと解されている（19）。そして、保険仲立人は保険契約
締結の代理権を有し、また、保険契約者との間に事務処理契約が存在していることから、保険仲立人は、
保険者を選択し、填補約束の締結によって自らの義務を履行するとともに、保険証券の受領、第一回保
険料の支払いについての権限を有するとされている。また、保険仲立人は、保険契約の締結に際して、
保険契約者のために告知事項の正確な調査及び告知の履行について配慮すべき重要な任務を負っている。
その際、保険仲立人は、保険者の組織に属する者ではないので、保険契約者の側に立って、告知事項の
調査を行うことになる。
　②保険者のための代理権
　保険仲立人であるということ自体によっては、保険仲立人が保険者の代理人となるということにはな
らない。保険仲立人が保険者の代理人になるとすると、保険代理商と保険仲立人の区別が曖味になると
も考えられる。そこで、ドイツにおいて、保険監督の実施についての地区官庁（Zonenamt）は、1948年
3月31日の通達において、次のように述べていた。すなわち、保険仲立人が、自ら媒介した保険契約に
関する保険証券に保険者を代理して署名することは、仲立人、保険代理商、保険者及び保険契約者の利
益と矛盾すること、もしこれが認められるならば、保険仲立人は事実上署名の権限を有する保険代理商
の地位を有することになり、保険代理商と保険仲立人の区別が曖昧になると述べていた⑳。また、保険
仲立人が保険者を代理することは、保険仲立人が保険契約者の盟友であるということと調和しないとも
述べられている。しかし、ドイツにおいては、長年の慣行にもとついて、保険者は保険仲立人に一部分
代理権を授与するという実務が形成されていた。このことは、とくに、意思表示及び通知の受領、損害
の承認、保険料の取立に妥当する（21）。
　2保険契約の経過中における代理権
　①保険契約者のための代理権
　保険仲立人は、原則として、保険契約者の経過中、保険契約者を能動的にも受動的にも代理する権限
π一1，漏ll飢、歴、曲。＿騨、1嘉論，曲酷，㎞、，herungssveseng．，　hera。sg．　von　E，，、nk。，．Bd．，，．1958，，．2331．233，．
nC．　Ritter，　Ko㎜entar　zu耐landelsgesetzbuch，2，Aufl，Lieferung　1，1932，　S．241，
　この点にっいては、拙稿、前掲215頁参照。
　Maklerwesen，　Versicherungswirtscheft　l951，　S．404．
　この点については、拙稿・前掲216頁参照、
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を有しない。その結果として、第一に、保険者が保険仲立人に対してなした表示及び通知は保険契約者
に対する表示及び通知とは同視されない。第二に、保険仲立人は、保険契約者の代理人となって、保険
者の催告を受領し、保険金を取り立てることはできない（商544条、ド商97条）。第三に、保険仲立人
は、保険契約の変更・解除・解約・取消の権限を有さず、また、これに関する保険者の意思表示を受領
する権限も有しない。以上で述べたことは、保険仲立人が保険契約者を代理する権限を有しないことの
当然の結果である。しかし、そのことと、保険仲立人に代理権を授与することが可能か否かということ
は別個の問題であり、ドイツにおいては、保険仲立人に代理権、例えば、保険金の取立て及び保険者が
支払うべき保険金の額に関して保険者と交渉するための代理権を授与することは可能であるとされてい
る⑳。これは、仲立と代理は両立しえないものではないということを意味している。
　②保険者のための代理権
　保険仲立人は、原則として、保険契約者との関係において代理権を有しないという上述のことは、保
険者との関係にも妥当し、保険仲立人は、原則として、保険者を能動的にも受動的にも代理する権限は
有しない。その結果として、保険仲立人は、保険契約者に対して保険料を取り立てる権限を有せず（商
544条、ド商97条）、保険仲立人に対してなした保険契約者の表示及び通知は保険者に対する表示及び通
知とは同視されず、また、保険仲立人は、保険事故による損害を保険者の名において承認する権限を有
しない。これは、保険仲立人が保険者を代理する権限を有しないことの当然の結果であるが、しかし、
保険仲立人に代理権を授与することは可能であると解されている（23）。
五　保険仲立人の義務
　前述したように、保険仲立人は、保険契約者及び保険者の両者に対して二重の法的関係に立っている。
これは、保険仲立人の法的地位に関する最も重要な原則であり、この二重の法的関係にもとついて、保
険仲立人は保険契約者及び保険者の両者に対して種々の義務を負担する。しかも、保険仲立人のこの義
務は、保険契約の成立段階から保険事故発生後の保険金の支払段階にまで及んでいるといわれている。
そこで、以下において、ドイツの見解について考察する。
①保険契約者に対する義務
　保険契約者に対する保険仲立人の義務は、保険契約の成立段階から保険事故発生後の保険金支払段階
まで及んでいる。それぞれの段階における義務の内容は異なっている。しかし、それぞれの段階におけ
る保険仲立人の法的地位は同一性を有するので、法的にもこれを単一のものとして取り扱うべきである
とされる。次に、それぞれの段階における保険仲立人の義務について考察する。
『，蕪需滅、＿，＿＿her。ng，ve＿＿＿，d．．1，1961、　S．558，
23@Bruck－Md／ler，　a．　a．0．　S　558
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　まず、保険契約の成立段階における保険仲立人の義務について見てみる。保険仲立人は、保険契約者
との問の仲立契約の成立後、保険契約者に対し、保険契約が成立するように尽力するという、活動義務
を負う。このような活動義務は、保険仲立人に特有な義務であって、商事仲立人にはこのような義務は
存在しないといわれている。もっとも、このような活動義務が生ずる根拠をどのように説明するかにつ
いては、見解が分かれている四。保険仲立人は、活動義務を負う結果、保険契約者のために遅滞なく保
険者を探し、保険契約が成立するように尽力することを要する。この義務に違反すると、違反によって
生じた損害について賠償責任を負わされる。保険契約の締結の媒介に当たっての保険仲立人の重要な義
務として、利益の配慮義務（lnteressenwahrnehmungspflicht）がある。この義務は、保険仲立人は保険
契約者の利益の代弁者であるということに基づいて発生する。この義務は、具体的に次のような義務を
含んでいる。第一に、支払能力を有する保険者を選択し、可能なかぎり有利な条件で保険保護を取得す
ることである。保険仲立人は、通常の商人と同様の注意を用いて保険者の支払能力を調査することを要
する。もっとも、保険仲立人は、原則として、保険者の支払能力について保証責任まで負わされるので
はない。第二に、保険仲立人は、保険契約の内容が付保される危険の特殊性に適合しているか否か、保
険金額が十分であるか否か等に関して、配慮することを要する。第三に、利益の配慮義務と密接に関連
する義務として、保険仲立人の助言義務（Beratungspflicht）がある。この助言義務は、きわめて大き
な意味を有する。けだし、保険仲立人から専門的かつ包括的な助言を受けることが、保険仲立人に委任
する保険契約者の最大の動機となっているからである。それゆえ、仲立人の助言義務は、保険仲立契約
に内在的にして、かつ保険仲立人の本質的な義務であると解されている。もっとも、保険仲立人の助言
義務の法的性質及び発生根拠に関しては、見解が分かれている㈹。
　また、保険仲立人の活動義務は、商事仲立人と異なり、保険契約の成立によって終了するものではな
い。保険仲立人は、利益の配慮義務に基づいて、保険契約の全期間にわたって、保険契約者の利益が十
分に保護されているか否かということについて配慮すべき義務を負っている。すでに述べたように、保
険仲立人は、保険契約の成立段階において、支払能力を有する保険者を選択し、また、保険者の支払能
力を調査することを要する。保険仲立人のこの義務は、保険契約の成立後は、保険者の支払能力に関す
る監視義務（Uberwachungspflicht）として存続する（：6）。この監視義務を負う結果として、保険仲立人は、
保険者の支払能力に関して疑いが生じたときは、これを保険契約者に警告するか、自ら適切な措置を講
ずることを要する。そして、適切な措置の例として、保険契約の解約等が挙げられる。なお、保険期間
中、保険価額の上昇によって保険金額が不十分となり、反対に保険価額が減少することがありうるが、
保険仲立人は、前者のときは、保険契約者に保険金額の増額を勧め、後者のときは、保険料の減額に努
めることを要する。
　さらに、保険仲立人は、保険事故の発生後にも、保険契約者に援助することを要する。保険発生後の
：4’ ｱの点に関しては、拙稿・前掲218頁参照。
：a’ ｱの点の詳細に関しては、拙稿・前掲219頁参照。なお、BGH　94、356は、保険仲立人の助言義務に関してきわめて豊富な示唆を
与えてくれるように思われる、
‘　Bruck－M611er，　A．　A．　O．9，564．
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保険仲立人の最初の義務として、保険契約者からの通知に基づいて、損害の原因及び範囲を調査して、
これを保険者に通知することである。また、保険仲立人は、損害及び支払保険金に関して保険者と交渉
すること、保険金請求権の行使に努めることを要する。
②保険者に対する義務
　前述した二重の法的関係に基づいて、保険仲立人は、保険者の利益の配慮にも努めることを要する。
すなわち、すでに述べたように、保険仲立人が保険者と交渉を開始するか否や、保険仲立人と保険者の
間に契約ないし契約類似の法的関係が発生し、この法的関係に基づいて、保険者に対する保険仲立人の
義務が発生する。この義務は、保険契約の各段階において区別される。
　まず、保険契約の成立の段階における義務として、保険仲立人は、保険者にとって重要と思われる事
実、例えば、保険契約者の保険料の支払不能、保険契約者が以前に保険事故を故意に招致したという事
実を、保険者に通知する義務を負うか。また、保険仲立人は、保険契約者の告知義務が履行されること
について尽力することを要する。次に、保険契約の経過中における義務として、例えば、保険料未払い
の保険契約者の財産状態が悪化したときは、このことを保険者に通知する義務を負う。同様に、保険契
約者が詐欺的要因のもとに保険金の支払請求をしようとしていることを保険仲立人が知っているときは、
保険仲立人は保険者のために尽力することを要する。
③以上においてのべたように、保険仲立人は保険契約者及び保険者の両者に対して義務を負担する
が、ここで考察した点に限定して述べるならば、その義務の間には、ある意味においては、質的な相違
が存しているように思われる。すなわち、保険者に対する義務は、主として、保険者にとって重要と思
われる保険契約者側に存する事実を通知するという点にあるのに対し、保険契約者に対する義務は、そ
れ以外に、保険契約者の保険契約の目的が実質的に達成されるように配慮するという点にもあるように
思われる。
六　おわりに
1　ドイツ法理のまとめ
　保険仲立人は、仲介者であって代理人ではないので、保険仲立人であるということ自体だけでは、保
険契約の成立段階及び保険契約の経過中、当然には保険契約者及び保険者を代理する権限は有しない。
しかし、保険仲立人に代理権を授与することは可能であるとされている。また、保険仲立人は、二重の
法的関係に基づいて、保険契約の成立段階から保険事故発生後の保険金の支払段階まで、保険契約者及
び保険者の両者に対して種々の義務を負担している。
　このように、ドイツにおいては、保険仲立人の活動は単なる媒介活動にとどまるものではないこと、
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また、保険仲立人の義務に、単に保険契約の締結時点における媒介活動に関連する義務にとどまるもの
ではないということが明らかとなった。
　2　わが国における保険仲立人の法的地位
　これに対し、わが国の保険仲立人の法的地位はかなり異なっているように思われる。
　①まず、保険契約者のための保険仲立人の代理権から見てみる。新保険業法275条3号は、保険仲
立人も一般の商事仲立人であるという理解のもとに、保険仲立人は保険契約の締結の「媒介」を行う者
であると定めている。この規定を文字どおりに解釈すると、保険仲立人は「媒介」という最小限度の権
限しか有しないことになり、保険契約締結の代理権は有しないことになる（27）。その理由は、保険仲立人
の中立性の確保、保険仲立人が代理権に基づいて利益相反行為を行うことを防止する、という点にある
ものと思われる。しかし、その理由の妥当性については吟味・検討を要する（28）。
　②次に、保険者のための代理権について見てみる。新保険業法の主旨を踏まえて発せられた「保険
仲立人の業務運営について」という通達（平成8年4月1日）の第五章第一・一①は、保険仲立人は保
険者を代理して、保険契約の締結、保険契約の変更・解除の申し出の受領、保険料の領収・返還、保険
契約者からの告知・通知の受領、保険事故についての填補責任の有無の判断もしくはその額の決定また
は保険証券の発行を行うことはできないと定め、保険者のための代理権を禁止している。これは、新保
険業法にいう保険仲立人は保険契約の締結の「媒介」をする者である（2条15項、275条3号）という
ことに対応するものであるが、その実質理由は利益相反の防止という点にある。しかし、利益相反の防
止のために、通達のように保険仲立人の代理権を一律に禁止する必要があるか否かについて検討するこ
とを要する。
　③　次に、保険仲立人の義務について見てみる。新保険業法の299条は、保険仲立人に対する業務規
制の一つとして、保険契約締結の媒介に際しての誠実義務について定めている。この主旨を踏まえて発
せられた前述の通達は、保険仲立人が業務遂行に関して遵守すべき事項を定めている（第五章第一・四）。
そして、通達のこの規定は、保険契約の締結の「媒介」に際しての保険仲立人の誠実義務を定めている
新保険業法299条の主旨を踏まえたものであるので、通達が定めている保険仲立人の遵守すべき事項も、
保険契約の締結の媒介に際しての事項に限られるものと思われる。それゆえ、保険仲立人の義務は、単
に保険契約の締結時点における媒介活動に関連する義務に限られることになるものと思われる。
　④k述したことに誤りがないとするならば、新保険業法は、保険仲立人の権限を保険契約締結の媒
介に、また、保険仲立人の義務を保険契約の締結時点における媒介活動自体に関連する義務に、それぞ
れ限定しているということが明らかとなった。これは、ドイツ法における保険仲立人とわが国の保険仲
立人との間に、権限及び義務に関して、かなり大きな相違が存していることを意味する。その当否につ
いて検討することが、今後の課題である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（さかぐち　みつお）
‘LT R下・前掲書23頁、洲崎博史「新保険業法のもとでの保険募集」保険学雑誌552号54頁，
’s ｱの点については、拙稿・前掲231－232頁参照，
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